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はじめに

　2024年11月に実施した「時短アンケート兼生活実態・意識調査」の結果がまとまりま

したので報告いたします。1972年に調査を開始して以来、組合員の労働実態や意識など

を広く調査・分析し、建設産業で働く私たちの労働環境の改善にむけて、率直な思いを明

らかにしてきました。

　日建協では毎年11月、組合員数約39,000人を対象に労働時間等に関する調査を行って

おり、今回の調査では約18,000人から回答をいただきました。建設産業で働くホワイト

カラー層に対し、これだけ長期にわたって定期的かつ継続的な調査は他に例がなく、唯一

最大の資料です。

　日建協では、建設産業が持続的に発展するためには、「誰もがいつまでも働ける　誰か

らも誇りに思われる産業」であることが必要だと考えます。今回のアンケート結果をもとに、

建設産業内外に対して、産業の魅力化にむけた活動を展開していきます。2024年4月か

ら建設業に適用開始された時間外労働の上限規制への対応や担い手確保など、まだまだ解

決すべき課題はありますが、加盟組合一丸となって改善に取り組んでいきましょう。

　

　本ダイジェストでは、膨大な調査結果のなかから主要項目をいくつか取り上げ、今日にお

ける私たちの労働時間の実態や意識について、その特徴的な傾向を紹介しています。

　長時間労働の是正や労働環境の改善など、ワ—ク・ライフ・バランスの実現にむけて話

し合うあらゆる場面で本書を積極的に活用していただければ幸いです。

最後になりますが、貴重な時間を割いて本調査にご協力いただいた組合員のみなさん、誠

にありがとうございました。心よりお礼申し上げます。

2025年4月　　

　　　日本建設産業職員労働組合協議会

　　　 副議長・政策企画局長　山中　 雪絵

　　　 政策企画局次長　　　　植木　 昂大

　　　 政策企画局　　　　　　海老根 宜範
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1. 所定外労働時間

上限規制が適用され所定外労働時間の改善が進むも
職種によってはまだ長い労働時間

Ⅰ 労働時間の現状

図１　所定外労働時間の推移
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図2　所定外労働時間の分布（内外勤別）
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※ 全産業は厚生労働省「毎月勤労統計調査」より引用
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全 体 68.6 63.1 58.3 58.8 52.3 46.8 47.5 43.7 41.4 42.9 40.1 36.1 31.5

外勤建築 99.1 87.3 82.3 79.9 71.9 64.4 66.6 61.7 57.9 60.9 58.2 52.1 44.7
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外勤事務 65.6 56.4 58.4 58.0 50.4 47.0 45.2 36.2 34.5 33.8 36.4 33.9 29.0
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内勤土木 52.0 44.5 37.8 38.7 35.4 31.0 31.8 29.4 29.2 30.9 28.2 25.4 22.1

内勤事務 24.8 23.5 20.2 20.1 18.3 16.4 16.8 16.4 15.7 16.6 15.7 14.7 14.6

営 業 34.1 32.7 28.5 28.5 26.5 25.3 24.7 24.2 24.8 26.6 24.3 22.0 21.0
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　まず、所定外労働時間の推移を見てみましょう

（図１）。

　2024年の調査結果では日建協全体の平均が31.5

時間となり、前年と比べて4.6時間減少しました。職

種別では、外勤建築44.7時間、外勤土木39.2時間と

いずれも前年と比べて7時間以上減少しておりま

す。なお、減少した要因の一つとして、前年11月より祝

日が1日少なく、その分所定外労働時間が減少した影

響も考えられますが、全産業と比較すると依然とし

て長い労働時間である状況には変わりありません。

　

　次に所定外労働時間の分布を見ていきます（図２）。

　月100時間以上所定外労働をした組合員の割合

は、全体で1.8％となりました。職種別では外勤建

築4.1％、外勤土木2.0％という結果となりました。

また、過労死ラインと言われる80時間以上の割合

は全体4.2％、外勤7.0％という結果です。前年と比

べて改善しているものの80時間以上の長時間労働

を実施している組合員が一定数存在しています。月

100時間以上の労働または、複数月で平均80時間

を超える労働を行うと重大な健康障害を引き起こす

可能性があり、労働者の健康上の観点から時間外労

働の上限規制の要件としても設定されています。

　2024年4月より時間外労働の上限規制適用が開

始された今、過度の長時間労働は法令に抵触する

おそれがあります。労働者の健康な心身を維持す

るためにも即時の改善が必要です。

～時間外労働の上限規制～
原則、時間外労働は月45時間かつ年間360時間以内とし、たとえ労使で合意しても上回れない上限が設けられました。

① 年間残業時間は720時間まで（休日労働は除く）　　　　　② 2～6ヵ月いずれも平均80時間以内（休日労働を含む）

③ ひと月の残業の上限は100時間未満（休日労働を含む）　　④ 月45時間超の残業は年6回まで（休日労働は除く）



2

2. 残業理由

内外勤者にのしかかる書類業務、外勤者の労働時間削減には
適切な配員・適正工期が鍵か

図3　残業した主な理由（内外勤別  3つ以内選択）

図4　残業した主な理由（所定外労働時間別  3つ以内選択 上位8項目）

図5　労働時間を短縮するために必要なこと（外勤  2つ以内選択）
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　残業の主な理由を見てみます（図３）。

　内勤では「社内むけ書類等の業務が多い」が

最も多く、次に「決算や竣工前など時期により一

時的に業務が増える」となりました。外勤では多

い順に「仕事の性格上、早出・残業する必要が

ある」「発注者むけ書類等の業務が多い」「配置

の人員が少ない」となりました。

内外勤ともに書類業務が多く、書類削減・業務

効率化が時短を進めるうえでのポイントになるこ

とがわかります。

　外勤の所定外労働時間と残業した理由の相関

関係を見てみます（図４）。

　80時間以上の所定外労働をしている組合員は

「仕事量が多い・仕事が自分に偏っている」「配置

の人員が少ない」「仕事の性格上、早出・残業す

る必要がある」ことを理由にあげている割合が高

くなっています。この傾向は前年と同様であり、

長時間労働の改善のためには受注時の適正な工

期と人員配置が重要です。また、個人で解決でき

ない問題もあり、会社単位で問題に取り組む必

要もあります。

　外勤者に労働時間を短縮するには何が必要か

を尋ねたところ（図５）、「発注者による適正工期

の設定」を挙げた割合が非常に多くなっています。

この項目は例年突出して高い状況が続いており、

労使の努力のみでは解決できない根本的な課題

にむけて建設産業全体で取り組むべき事項です。

次いで多い項目は「会社による時短推進の取り組

み」「発注者・設計者ですべき契約外業務の廃止」

となっています。
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3. 乖離理由

上限規制への意識が忖度・自粛につながり、乖離申告の要因になる　おそれ

Ⅰ 労働時間の現状
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図6　実際の残業時間と会社へ報告した残業時間との乖離時間の分布
（内外勤・実際の残業時間別）

図7　実際の残業時間と報告時間に差がある理由（2つ以内選択）

図8　時間外労働の上限規制を遵守できたか
（2024年4月～11月）
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　実際の残業時間と会社へ報告した残業時間との

乖離について見てみましょう（図6）。

　全体で「乖離がある」という回答の割合は16.3

％でした。これを内外勤別でみると内勤9.5％、外

勤22.3％となっています。また、実際の残業時間別

でみると、「乖離なし」は実際の残業時間が増える

につれその割合が減っていきます。特に実際の残

業時間が80時間を超えると「乖離時間なし」の割

合は大きく減り、残業時間80～100時間では24.5

％、100時間以上ではわずか4.3％です。さらに、乖

離40時間以上の割合は残業時間80～100時間未

満で25.9%、残業時間100時間以上で78.9%とな

っており、非常に多くなっています。

　実際の残業時間と会社に報告している時間が乖

離している理由を見てみます（図7）。

　内勤外勤共通して多いのは「36協定時間を超

えてしまうので忖度／自粛」です。次いで多いの

が「会社や部門の時短目標達成のため忖度／自粛」

になります。時間外労働の上限規制を意識するあ

まり乖離申告につながってしまっているものと思わ

れます。

　時間外労働の上限規制を遵守できたかを見てみ

ます（図8）。

　「遵守できた」という回答は全体で93.0％であ

り、ほとんどの方が上限規制を遵守できたと回答

しています。一方、「遵守できなかった」という回

答は2.2％存在します。「遵守できなかった」とい

う回答については内勤に比して長時間労働になり

やすい外勤のほうが比率は大きくなっています。
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上限規制への意識が忖度・自粛につながり、乖離申告の要因になる　おそれ

図10　申告した残業時間が不適切に少なくされた
ことがあるか（過去1年間）

図9　会社からの残業時間削減指示による
　　  仕事や生活への支障（2つ以内選択）
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　会社からの残業削減指示による仕事や生活への

支障の有無について見てみましょう（図9）。外勤

で多いのは「賃金が減少して生活に余裕がなくな

った」23.5％、「会社や上司からの仕事の状況を

考慮しない時短の指示がある」23.5％という結果

です。また、支障があるなかで内勤と外勤の差が

大きい回答としては「会社や上司からの仕事の状

況を考慮しない時短の指示がある」「勤務時間を

申告するうえでの自主規制の圧力がある」「部下

や若手の時短のために自分が残業している」とい

う回答がありました。

　会社からの残業時間削減指示と繁忙な現場で

の長時間労働との間で外勤者が板挟みになってお

り、会社からの残業時間削減指示が労働時間の

適正申告を阻んでいる要因の一つになっていると

思われます。

　ここまでは組合員が残業時間を適正に申告でき

ているかを見てきましたが、適正申告をしてもそ

の申告を会社が歪めるようなことはしていないで

しょうか（図10）。

　直近の1年間で、申告した残業時間が会社や上

司の否認や修正により不適切に少なくされたこと

があるかを尋ねたところ、3.9％もの組合員が「あ

った」と回答しています。乖離申告を0にするこ

とは難しくても、残業時間を不適切に少なくする

指示は0にできます。時間外労働の上限規制を遵

守することにとらわれて乖離申告を指示すること

がないよう、注意を払う必要があります。

　2024年4月から時間外労働の上限規制が適用され、罰則の対象となりました。その結果、罰則を避けるために、会社側が残業時

間を少なく申告させる、労働者自身が残業時間を過少に申告するケースが増える可能性があります。乖離申告が違法であることを、

改めて労使ともに認識し、長時間労働の問題を根本的に解決する取り組みが求められます。
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1. 休日取得・閉所設定

適正工期での受注促進により、さらなる閉所設定の改善へ

Ⅱ 休日・休暇の現状

図11　2024年11月休日取得日数（内外勤・外勤職種別）

図12　11月休日取得日数（工程表上の閉所設定別）

図13　工程表上の閉所設定 （着工年別）
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　休日取得日数を内外勤と外勤職種別に見ていき

ます（図11）。

　2024年11月の休日は10日ありました。そのうち

実際に休日取得をした日数の平均は、全体9.4日、内

勤9.9日、外勤9.1日でした。内勤はほぼカレンダー

どおりに休日を取得できているといえます。外勤建

築については、土曜日と祝日の休日取得が少なく、1

日ほど休日出勤をしていることになります。

　工程表上の閉所設定別で休日取得日数を見てみ

ましょう（図12）。

　4週8閉所を設定している作業所では9.3日取得し

ています。閉所設定が少なくなるほど休日取得日数

が減っていき、4週3閉所以下の作業所では8.0日し

か取得できていません。前年と比較すると休日取得

日数が増加しているため改善はしているものの、4

週8閉所と比較して1ヶ月の休日取得で1.3日の違い

があり、土曜日だけで0.9日の違いがありました。外

勤の休日取得には作業所の工程上の閉所設定が大

きく影響し、閉所設定が多い作業所のほうが、休日

が取得しやすいことがわかります。

　続いて、作業所の工程表上の閉所設定を着工年度

別で見てみましょう（図13）。

　着工年度が新しくなるにつれて4週8閉所設定の

割合は着実に増加しています。2024年に着工した

工事は8閉所設定ができる作業所の割合は建築が

76.1％、土木が89.7％となりました。一方で、3閉所

以下の厳しい閉所設定の作業所の割合は建築が

1.5%、土木が0.3％となりました。官庁工事の多い

土木より建築のほうが、閉所しづらいという結果と

なっています。



6

図14　発注者別閉所設定 （受注時・現在）

図15　土曜閉所するうえでの問題点（2つ以内選択）
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　次に工程表上の閉所設定と所定外労働時間

を発注者別に見ていきます（図14）。

　国土交通省は受注時の4週8閉所の設定が

90％を超えました。国土交通省以外にも受注

時の4週8閉所の設定の割合は増加しています。

しかし、受注時に4週8閉所の設定をしていて

も現在の設定ではどうなっているかを見ていく

と、多くの発注者で4週8閉所の割合が10%以

上減少していることが分かりました。中でも民

間ディベロッパー、民間企業（非製造業）、そ

の他民間企業、その他地方公共団体が発注者

の場合20%以上も減少しており、そのいずれ

の場合でも4週8閉所設定が減少した分、4週

4閉所の設定が大幅に増加していました。

　また、4週8閉所作業所の平均所定外労働時

間では多くの発注者において40時間以上の所

定外労働時間となっており、特に民間ディベロ

ッパーにおいては45.5時間と長い時間になって

います。土日祝日の閉所が増えた分、平日の

作業量に影響がでている可能性があります。

　閉所を増やしても所定外労働時間が減らなけ

れば意味がありません。閉所の増加と所定外

労働時間の短縮を同時に取り組む必要があり

ます。

　外勤組合員が土曜閉所するうえでの問題点だ

と感じていることを見ていくと（図15）、「短工

期発注による工程の厳しさ」が他と比べて圧倒

的に多く、「発注者の対応が遅いことによる工

程の遅れ」「発注者の意識」といった発注者に

起因する要因が多く回答されていました。また

「技能労働者の労務不足による工程の遅れ」「技

能労働者が休みたがらない」といった技能労働

者に起因する要因も多く、作業所の土曜閉所

を進めていくには、適正な工期設定と技能労働

者の処遇改善が必要です。建設産業全体で4

週8閉所の取り組みを推進し、確実に実施する

必要があります。
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2. 異動時休暇・海外の休日取得

異動時休暇がなかなか取得できない外勤者の増加

Ⅱ 休日・休暇の現状

図16　異動時休暇の取得日数（職位別）

図18　11月休日取得日数（国内外別）

図17　異動時休暇が取得しにくい理由
（異動時休暇4日以下取得者・2つ以内選択）
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　職位別の異動時休暇の取得日数を見てみましょう

（図16）。

　全体の取得状況を見てみると、３割超の組合員が

異動時休暇を１日も取得できておらず、その割合は昨

年よりも4%増加しています。また、職位別に見てみる

と、部課長、営業所長クラスの職位においては4割も

の方が異動時休暇取得0日でした。近年、離職防止の

観点から若年層への配慮が見られ、異動時休暇につ

いてもその傾向が見られますが、時短や休日取得に

年齢や立場は関係ありません。

　

　異動時休暇が取得しにくい理由を見てみましょう

（図17）。

　取得しにくい理由として「仕事があるので異動時休

暇がとれない」「直前の異動命令」の割合が非常に高

くなっています。これは、昨年と同様の傾向です。

　異動時休暇の取得については会社の取り組み姿勢

も重要であるので、労使一体となって改善していくこ

とが必要です。

　11 月の休日取得日数を国内外別に見てみましょう

（図18）。

　国内全体では92.4％が8日以上の休日を取得して

いる一方、海外全体では47.5％と、国内外で休日取得

日数に大きな差が出ています。特に海外外勤では4日

以下が3割を超えている状況になっています。

　海外では、日本で2024年4月から適用された時間

外労働の上限規制のような法規制などない国が多い

でしょう。とはいえ、海外勤務者の仕事と生活の調和

を図り、健康を害することがないよう長時間労働を是

正していくことが重要です。国内勤務者のみならず、

海外勤務者も健康を保持し安心して働くことができ

るよう働き方改革を推進する必要があります。
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1. 一日の過ごし方

会社にいる時間は減少傾向だが依然として残る内外勤の差

Ⅲ 組合員のくらし

図19　平均的な一日の過ごし方（内外勤・所定外労働時間別）

起床時刻 出勤前の
在宅時間

自宅を
出る時刻 通勤時間 会社到着

時刻
会社に
いる時間

会社退社
時刻

帰りの
通勤時間 帰宅時刻 帰宅後の

時間 就寝時刻 睡眠時間

2021年 6:00 0:54 6:54 0:49 7:43 11:25 19:08 0:57 20:05 3:33 23:38 6:22

全体 6:03 0:55 6:58 0:49 7:47 11:00 18:47 0:56 19:43 3:47 23:30 6:33

内勤 6:07 1:05 7:12 0:58 8:10 10:15 18:25 1:08 19:33 4:02 23:35 6:32

外勤 5:58 0:49 6:47 0:40 7:27 11:39 19:06 0:46 19:52 3:34 23:26 6:32

0～30時間未満 6:04 1:03 7:07 0:55 8:02 10:02 18:04 1:03 19:07 4:18 23:25 6:39

30～45時間未満 6:01 0:52 6:53 0:46 7:39 11:24 19:03 0:52 19:55 3:34 23:29 6:32

45～60時間未満 6:03 0:48 6:51 0:41 7:32 12:04 19:36 0:48 20:24 3:12 23:36 6:27

60～80時間未満 6:01 0:45 6:46 0:41 7:27 12:36 20:03 0:47 20:50 2:53 23:43 6:18

80～100時間未満 5:51 0:44 6:35 0:43 7:18 13:14 20:32 0:48 21:20 2:34 23:54 5:57

100時間以上 5:54 0:41 6:35 0:39 7:14 13:43 20:57 0:46 21:43 2:24 24:07 5:47

6:00時 9:00 12:00 15:00 18:00 21:00 0:00 3:00 6:00

100時間以上

起床時間

80～100時間未満

60～80時間未満

45～60時間未満

30～45時間未満

0～30

0:54 0:49 11:25 0:57 3:33 6:22

0:55 0:49 11:00 0:56 3:47 6:33

0:49 0:40 11:39 0:46 3:34 6:32

0:48 0:41 12:04 0:48 3:12 6:27

0:45 0:41 12:36 0:47 2:53 6:18

0:44 0:43 13:14 0:48 2:34 5:57

0:41 0:39 13:43 0:46 2:24 5:47

0:52 0:46 11:24 0:52 3:34 6:32

1:05 0:58 10:15 1:08 4:02 6:32

1:03 0:55 10:02 1:03 4:18 6:39時間未満

外勤

内勤

2024年（全体）

2021年（全体）

出発前の支度時間 朝の通勤時間 会社に居る時間 帰りの通勤時間 帰宅後の時間 睡眠時間

　平日の平均的な一日の過ごし方を見てみます（図19）。

　会社にいる時間（労働時間）は全体平均で11時間と、前回調査2021年と比較すると25分短縮されました。また、内外勤

で比較すると、起床時刻や就寝時刻について、大きな差はありませんでしたが、会社にいる時間では1時間以上も差がありました。

次に、所定外労働時間別に見てみると、会社にいる時間が最大で3時間41分も差があり、所定外労働時間が長い方は、家族

との時間や余暇に充てられる時間が少なくなるだけでなく、特に、80時間以上残業している人については睡眠時間も6時間未

満となっており、健康リスクや作業能率の悪化が懸念される状況です。
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2. 家 計

家計は改善傾向だが30代以上の賃金水準改善が必要

Ⅲ 組合員のくらし

(%)

(%)

図20　家計の状況（年齢別）

かなり余裕がある やや余裕がある
収入と支出はほぼ同じ感覚 やや苦しい かなり苦しい

図21　日建協個別賃金ラインにおける組合員年収の分布（年齢別）

図22　配偶者の就労状況（男女別）

男性（配偶者女性） 女性（配偶者男性）
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20.1

25.1

31.7
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26.0

26.1

14.5

22.6

20.1

19.1

20.9

26.5

17.8

21.4

21.4

4.6

14.4

27.3

42.6

24.3

26.6

50 代以上

40 代

30 代

20 代

2024年

2021年

3.0 

2.7 

5.0 

7.6 

5.0 

2.0

34.8 

32.8 

33.5 

37.6 

34.9 

36.0

38.6 

40.6 

37.2 

36.3 

37.9 

40.3

17.1 

16.8 

16.7 

12.9 

15.6 

16.0

6.5 

7.1 

7.6 

5.6 

6.6 

5.7

50 代以上

40 代

30 代

20 代

2024 年

2021 年

必要ライン未満 必要ライン以上標準ライン未満
標準ライン以上先行ライン未満 先行ライン以上

31.6%

5.9%

5.4%

26.3%

2.6%

2.2%

26.0%

正規雇用でフルタイム勤務 正規雇用で時短勤務 派遣社員・契約社員 パートタイム勤務
自営・フリーランス・会社役員 その他 賃金や報酬など収入はない

86.2%

4.0%
0.7%

0.5%

6.9%

0.8% 0.9%

　家計の状況を見ていきます（図20）。

　2021年の結果と比較すると「かなり余裕がある」

が3%増加した一方「かなり苦しい」という回答も

微増しています。

　年齢別では30代以上の「やや苦しい」「かなり苦

しい」の割合が20代と比較して高いことが分かり、

30代以上の約2割の家庭で家計が苦しいと感じてい

ます。

　日建協では、「あるべき賃金水準」として組合員

が老後まで安心して生活できる支出をベースに日建

協個別賃金を策定し、加盟組合がそれぞれ目指すべ

き水準として、次の3つのラインを設定しています

（3年ごとに改定）。

　　先行ライン：理想的な生活レベル

　　標準ライン：平均的な生活レベル

　　必要ライン：必要な生活を保障するレベル
　

　では、組合員の年収を、３つのラインを基準に見

ていきます（図21）。

　全体では2021年と比較するとほぼ変化はありま

せん。しかし、年齢別で比較すると、20代は先行

ライン以上が4割を超えますが、年齢が上がるにつ

れて先行ライン以上の割合が減り、必要ライン未満

の割合が増加する傾向にあります。

　続いて、配偶者の就労状況を見ていきます（図22）。

　配偶者の就労状況は男女ともに7割以上が配偶者

も収入を得ている共働きの家庭となっており、男女

別に比較してみると女性（配偶者男性）は９割が正

規雇用であるのに対し、男性（配偶者女性）は４割

未満でした。
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700万円以上～800万円未満 1000万円以上～1100万円未満800万円以上～900万円未満

1100万円以上～1200万円未満

600万円以上～700万円未満600万円未満 900万円以上～1000万円未満

1200万円以上～1300万円未満 1300万円以上～1400万円未満 1400万円以上～1600万円未満 1600万円以上

20万円以上～25万円未満 35万円以上～40万円未満25万円以上～30万円未満
40万円以上～45万円未満

15万円以上～20万円未満15万円未満 30万円以上～35万円未満
45万円以上～50万円未満 50万円以上～60万円未満

80万円以上～90万円未満 90万円以上～100万円未満 100万円以上
60万円以上～70万円未満 70万円以上～80万円未満

600万円以上～700万円未満

900万円以上～1000万円未満

700万円以上～800万円未満

1000万円以上～1100万円未満

400万円以上～600万円未満400万円未満 800万円以上～900万円未満

1100万円以上～1200万円未満 1200万円以上

(%)

(%)

(%)

(%)

図23-1　世帯年収（年齢別・配偶者あり）

図24-1　ひと月の支出額（年齢別・配偶者あり）

図23-2　世帯年収（年齢別・配偶者なし）

図24-2　ひと月の支出額（年齢別・配偶者なし）
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　組合員の収入と支出はどうなっているのでしょうか。図23-1と図23-2は配偶者の有無ごとの年齢別の税込世帯年収の分布、図24-1と

図24-2は配偶者の有無ごとの年齢別のひと月の支出額の分布です。これらのデータから組合員の家計水準の大枠が見えてきます。

　図23-2の配偶者なしの税込世帯年収を見てみると、全体の傾向としては年齢とともに収入の分布が上昇していますが、いずれの年齢に

おいても400万円～600万円未満の回答が一定割合存在し続けていることからも、図20や図21で見た通り、30代以上で家計が苦しいと

感じる方がいるようです。

　昨今の賃上げ機運の影響もあり、建設産業に従事する組合員の給与水準は着実に改善しているものの、全ての年齢において十分な給

与水準を達成しているとは言えない状況です。建設産業がより魅力的な産業となるためにはライフステージごとに発生する支出（≒必要

となる収入）を意識した賃金カーブを考え続けていく必要があります。
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3. 単身赴任

属性で明確に分かれる単身赴任の割合、
単身赴任に関する不安・不満は多岐に渡る

Ⅲ 組合員のくらし

図25　単身赴任の有無（男女別・内外勤別）

図26　末子の成長段階ごとの単身赴任の有無

図27　単身赴任に関する不安・不満 
（単身赴任者のみ・2つ以内選択）

(%)

(%)

48.9

34.7

41.0

10.8

5.2

30.1

26.9

51.1

65.3

59.0

89.2

94.8

69.9

73.1

外勤

外勤建築

外勤土木

内勤

女性

男性

全体

単身赴任している 単身赴任していない

59.1

43.2

47.5

42.7

43.1

31.7

26.1

21.0

27.3

40.9

56.8

52.5

57.3

56.9

68.3

73.9

79.0

72.7

その他

就職

大学生
(各種学校含む)

高校生

中学生

小学生

4歳～小学生未満

3歳以下

全体

単身赴任をしている 単身赴任をしていない

5.4 

2.5 

4.9 

10.4 

10.6 

11.7 

12.8 

12.8 

23.2 

40.4 

54.8 

0 10 20 30 40 50 60
（%）

その他・特に問題ない

配偶者の仕事に影響が出る

子どもの進学相談等が
おろそかになる

自宅にいる家族の安全が気がかり

帰宅するための十分な手当がでない

健康管理がおろそかになる

帰宅する時間的ゆとりがない

家族の育児・介護等の負担が大きい

帰宅旅費支給による年収増に伴い
税金の負担が増える

家族とのコミュニケーションが減る

二重生活で生活費が増加する

　単身赴任の現状を見ていきます（図25）。

　既婚者のうち、単身赴任している割合は全体で26.9

％です。男女別では男性が30.1％、女性が5.2％です。

また、内外勤別では内勤が10.8％、外勤が41.0％とな

り、特に、外勤土木は48.9％と約半数が単身赴任して

います。

　子供の成長段階別に単身赴任の有無を見ていくと

（図26）、末子が「3歳以下」でも21.0％の方が単身赴

任しており、子供の成長につれて、この割合が上昇して

いく傾向にあります。単身赴任者は日常的な育児参加

が難しく、コミュニケーション減少など家族への負担

も大きくなります。

　また、各企業の育児支援制度は単身赴任者も活用出

来るものでしょうか。育児に限らず、単身赴任を理由

に様々な制度の活用が出来ないといった不利益が発生

しないように制度を整えていくことが必要です。

　続いて、単身赴任に関する不安や不満を見ていきま

す（図27）。

　「二重生活で生活費が増加する」「家族とのコミュ

ニケーションが減る」が突出して多い結果で、次いで

「帰宅旅費支給による年収増に伴い税金の負担が増

える」という回答が多くなりました。また、「家族の育

児・介護等の負担が大きい」「帰宅する時間的ゆとり

がない」「健康管理がおろそかになる」「帰宅するた

めの十分な手当がでない」「自宅にいる家族の安全が

気がかり」の回答割合は、突出こそしていませんが、い

ずれも10%以上の回答となっており、単身赴任者が抱

える不安や不満が心身に与えるストレスの範囲は多岐

に渡っていることが分かります。全体の約3割を占める

単身赴任者のエンゲージメントを向上させていく検討

や取り組みは各企業にとって重要な課題です。
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4. 二重生活

自己負担での帰宅は3割強、
二重生活による負担額増加傾向が生活を圧迫

図29　希望帰宅回数別実際の帰宅回数 （月）

図28　単身赴任者の帰宅回数 （月）

図30　単身赴任による月額支出増
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16.9

38.5

61.2

11.7

24.6
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０回
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15.9%
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16.1%

8.1%

5.0%
6.4%
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変わらない

０回 １回 ２回 ３回 ４回 ５回以上

2万円未満

2万円以上～
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3万円以上～
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6万円未満

6万円以上～
8万円未満
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10万円未満
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二重生活による負担平均
2024 年：4.56 万円
2021 年：4.28 万円

　単身赴任者の帰宅に関する意識と実態を見ていき

ます（図28）。

　1ヶ月間での希望帰宅回数の平均3.4回に対して、

実際の帰宅回数は平均2.6回でした。また、月に1回

以上は自己負担で帰宅している割合は4割を超えてい

ます。

　希望帰宅回数別に実際の帰宅回数を見てみましょ

う（図29）。

　2024年日建協労働条件総合調査によると、加盟組

合の帰宅旅費支給回数の平均はひと月あたり2.17回

でした。「希望の帰宅回数」が2回の方で「実際の帰

宅回数」が2回未満の方は46.0％となり、約半数の

方が帰宅旅費支給回数の平均に満たない回数しか帰

宅できていません。

　では、単身赴任での二重生活による経済的負担を

見ていきます（図30）。

　ひと月あたりの支出増平均は4.56万円となり、2021

年の調査から増加となりました。分布としては、「4万円

以上～5万円未満」が最も高い割合で、次いで「3万円

以上～4万円未満」「5万円以上～6万円未満」の回答

が多くなりました。

　建設産業は現地単品受注生産という特性や、企業

の技術やノウハウの平準化などの必要性から単身赴任

（転勤）が多くなります。同時に、それにより組合員

の精神的・経済的負担、その家族の生活への影響が

あることも確たる事実です。単身赴任を0にはできな

い産業だからこそ、その負担に十分報い、負担を減ら

すためのフォローが不可欠です。

　単身赴任者の処遇は組合員のモチベーション向上

のためだけでなく、全てのステークホルダーに対して

産業の社会的使命や魅力を示すひとつの側面である

と言えます。
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1. 建設業の魅力・仕事の充実度

建設産業の魅力の減少に歯止め。改善のカギを探る

Ⅳ 組合員の意識

図31　建設産業に魅力を感じる割合の推移（内外勤別）

図32　魅力を感じる理由（内外勤別・2つ以内選択）

図33　魅力を感じない理由（内外勤別・2つ以内選択）

図34　仕事の充実度で重視していること（2つ以内選択）
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　魅力を感じる割合の推移を見ていくと

（図31）、全体では57.9％が魅力を感じると

回答しています。内訳は、内勤61.0％、外勤

55.1％といずれも2023年から増加し、2021

年から続く減少傾向から回復の兆しが見ら

れました。

　建設産業に魅力を感じる理由（図32）と

魅力を感じない理由（図33）を見ていきま

す。

　魅力を感じる理由として「建設したもの

が後世に残る」「創造する喜びがある」は内

外勤とも高い結果となりました。内外勤で

差が目立つ回答としては「個人に任せられ

る仕事の幅が広い」は外勤が、「産業の社

会的役割に誇りを感じる」は内勤が多く回

答しています。

　魅力を感じない理由は内外勤とも「労働

時間が長い」「前近代的な体質が残ってい

る」が多く選択されています。内外勤で差の

ある項目としては、外勤は「労働時間が長

い」が多く、内勤は「前近代的な体質が残っ

ている」の回答が多くなりました。また、全

体の割合から見ると少数ですが、「男性優

遇」の回答は「女性優遇」よりも高い結果

となっています。

　仕事の充実度で重視していることを見て

いきます（図34）。

　最も重視されていることは「仕事そのも

のの魅力」が53.9％と突出しています。次い

で「賃金」32.2％、「労働時間・休日取得」

20.9％となっています。
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2. 昇進意欲・転職の意識

若い世代ほど低くなる転職への抵抗感。
業務内容のマッチ・ミスマッチが転職判断のカギ

図35　管理職になりたいかどうか
（男女別・内外勤別・年齢別）

図36　転職の意識（男女別・内外勤別・年齢別）

図37　今の会社で定年まで働きたい・
何もなければ定年まで働く理由（内外勤男女別・2つ以内選択）

図38　今の会社で定年まで働くことは考えていない・
今すぐにでも会社を辞めたい理由（内外勤男女別・2つ以内選択）
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　管理職になりたいかどうか（図35）を見ていきましょう。

　全体で見ると管理職になりたいかどうかは回答が半分

に割れました。回答者の属性別に比較してみると、女性と

50代以上の方は「どちらかといえば管理職になりたくな

い」「管理職になりたくない」と感じているようです。また、

自由記述の回答を見てみると男女とも「責任の重さ（負荷

や賃金と釣り合わない）」が多く、また、全体としては少

数ですが女性ならではの回答としては「女性管理職の少

なさ」や「育児・出産との両立の難しさ」について述べて

いました。
　

　転職の意識について見ていきます（図36）。全体では

75.1％が定年まで今の会社で働きたいと考えています。男

女別、内外勤別では大きな違いは見られませんでした。ま

た、どの属性においても「今すぐにでも会社を辞めたい」

は3％程度存在しますが、「今の会社で定年まで働くこと

は考えていない」の回答割合は年齢が若くなるにつれて増

加しており、若い世代ほど終身雇用の意識は薄く、転職

に対する抵抗がないものと思われます。
　

　では、転職の意識の理由はどうでしょうか。

　定年まで働きたい理由（図37）としては「賃金水準」

と「業務内容」はいずれの属性でも多く選択されました。

属性で違いが見られた項目としては「仕事の裁量」に魅

力を感じているのは男性が多く、「人間関係」に魅力を感

じているのは女性が多いという結果でした。

　定年まで働くことは考えていない理由（図38）としては

「業務内容」はいずれの属性でも多く選択されました。属

性で違いが見られた項目としては「労働時間・休日」は男

女とも外勤の方が高く、「会社の将来性・安定性」は内外

勤とも男性の方が高いという結果となりました。また、定

年まで働きたい理由・定年まで働くことは考えていない理

由それぞれで女性の「人間関係」の回答が男性よりも高

くなりました。
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3. ハラスメント

外勤20代女性の4人に1人が
セクシャルハラスメントを受けたことがある

Ⅳ 組合員の意識

図39　過去3年以内に職場でハラスメントを受けたり
　　　 見聞きしたことはあるか

図40　セクシャルハラスメント

図41　時短ハラスメントを受けたことがある組合員の
　　　　　　実際の残業時間と会社へ報告した残業時間との乖離

図42　健康に対しての不安
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　過去3年以内にハラスメントを受けたり、見聞き

したりしたことがあるかを聞いてみました（図 39）。

　４つのハラスメントのうちパワーハラスメントが最

も多く「受けたことがある」16.3％、「受けたこと

はないが、見聞きしたことがある」38.9％と、半数

を超える組合員が職場でのハラスメント行為を経験・

認識しています。
　

　セクシャルハラスメントについて属性別に見てみま

す（図40）。

　「受けたことがある」割合は男女で差が大きく、

女性は15.5％でした。また、内外勤別にみると内勤

よりも外勤の方が多い割合となっています。特に外

勤の20代の女性においては4人に1人がセクシャル

ハラスメントを受けたことがあると回答しています。

女性技術者定着のためにも、女性が安心して働ける

環境を整備することが急務です。
　

　次に時短ハラスメントと、実際の残業時間と会社

へ報告した残業時間との乖離について見てみます

（図41）。

　日建協全体の乖離の割合は16.3％でした。「時短

ハラスメントを受けたことがある」組合員の乖離の

割合を見るとその割合が40.8％と大きく増えており、

ハラスメントがサービス残業の要因となっていること

が分かります。
　

　ハラスメントと健康に対しての不安を見てみます

（図42）。

　ハラスメントを受けたことがあるという組合員の

「精神的に不安がある」「身体的・精神的ともに不

安がある」という割合は全体に比べて大きくなり、

ハラスメントにより心身への影響が高まっていること

が考えられます。
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Ⅴ 多様な働き方

1. 出産・育児

女性が考える女性キャリアの理想と現実。
産後パパ育休は６割超が 1日も取得できていない

図43　女性キャリアの理想と現実（女性・内外勤別）

図44　女性のキャリアプランの理想と現実の対比
（子育て中の女性）

図45　産後パパ育休を取得した日数（内外勤別）
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　女性が考える、女性キャリアの理想と現実を見てみ

ます（図43）。

　理想・現実ともに多いのは「結婚、出産・育児な

どにかかわらず、働き続ける」で6割を超えています。

内外勤別に見ると内勤は理想と現実にあまり差がみら

れませんが、外勤では「結婚、出産・育児などにかか

わらず、働き続ける」が理想64.3％に対し、現実は

43.2％と20％以上減り、多くの外勤者女性が理想通

りに働き続けられないと考えていることが分かります。

　では、実際に子育て中の女性の意識はどうでしょう

か（図44）。

　理想は、「結婚・出産などにかかわらず働き続ける」

が74.4％、「出産を機に一度退職し、子育てに手がかか

らなくなったら再び働く」が 17.6％となっています。理

想と現実を対比してみます。理想どおり現実も「結婚・

出産などにかかわらず働き続ける」は８割となっていま

す。一方で、「出産を機に一度退職し、子育てに手がかか

らなくなったら再び働く」を理想としている組合員の9

割近くは理想どおりの働き方となっていません。

　2022年10月1日に創設された産後パパ育休（出生

時育児休業）の取得状況はどうでしょう（図45）。

　直近１年以内に配偶者が出産した男性組合員の取得

日数を見てみると、全体で64.6％は1日も取得できて

おらず、限度日数である28日取得したのは全体でおよ

そ5％です。創設から2年経過しているにもかかわらず、

～産後パパ育休（出生時育児休業）とは～
令和4年10月1日から施行された、従来の育児休業とは別の制度で

す。子の出生後８週間以内に４週間まで取得可能で、分割して２回取得

することができます。



2. フレックス・スライド勤務

外勤者は残業時間削減のため、30代・40代は育児のため
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図47　フレックス・スライド勤務を利用する理由
（年齢別）

図46　フレックス・スライド勤務の利用状況
（内外勤別）

図48　制度を利用して削減できた残業時間
（内外勤別）
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　多様な働き方の選択肢の一つとして、フレックス勤務

制度やスライド勤務制度を導入している加盟組合企業も

増えてきています。制度を導入している加盟組合において

実際にどれくらいの組合員が利用しているのでしょうか

（図46）。

　「両方、もしくはいずれかを利用している、したことが

ある」は全体で49.1％、内勤58.6％、外勤40.6％となり

ました。外勤者の約6割が制度を利用していません。

　

　制度を利用する理由を見ていきます（図47）。

　全体で最も多かったのは「残業時間削減のため」で

31.2％です。年齢別に見ていくと、30代、40代では「育

児のため」という理由が増え、4人に1人が制度を利用し

て育児と仕事の両立を図っていることが分かります。50

代以上になると「介護のため」という理由も4.2％存在し

ます。一方で、特に若手においては「理由はない、なん

となく」という回答も多く、目的をもって制度を利用でき

ていないことも分かります。

　では、フレックス勤務制度やスライド勤務制度を利用

する理由が「残業時間削減のため」と回答した組合員は、

制度を利用したことで実際にどのくらい残業時間を削減

できたのでしょうか（図48）。全体で約9割が残業時間

を削減できたと回答しています。

　内外勤別に見ると内勤で最も多かったのが「1時間以

上～ 5時間未満」でした。外勤では「5時間以上～ 10時

間未満」「10時間以上～ 15時間未満」という回答が、合

わせて半数となっています。内勤よりも制度の利用が難

しい外勤の方が、残業時間を削減できていることが分か

ります。

※ 制度を導入している加盟組合員のみ
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Ⅵ  添付資料

１  回答者の人数・男女別・内外勤別　平均年齢

２　男女別・内外勤別、年齢分布

３　男女別・職種別、平均年齢

４　配偶者の有無

全   体 男   性 女   性 内　　勤 外　　勤

(人) 18,194 14,197 3,090 8,503 9,691

(％) 82.1       17.9       46.7       53.3       

平均年齢 (歳) 37.6 37.9 36.6 38.9 36.5

(人) 19,265 15,324 3,100 8,970 10,289

(％) 83.2       16.8       46.6       53.4       

平均年齢 (歳) 37.6 37.9 36.7 38.9 36.5

(人) 18,008 14,438 2,957 8,380 9,625

(％) 83.0       17.0       46.5       53.5       

平均年齢 (歳) 37.3 37.5 36.5 38.4 36.3

2024年 (時短兼生
活実態・意識調査)

2023年
(時短アンケート)

2022年
(時短アンケート)

合  計 25歳未満 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55歳以上

2024年 (人) 17,287 1,584 3,759 2,841 2,171 1,766 1,542 1,944 1,680

全 　体 (％) 100.0 9.2 21.8 16.4 12.6 10.2 8.9 11.2 9.7

14,197 1,262 2,892 2,379 1,884 1,481 1,282 1,590 1,427

100.0 8.9 20.3 16.8 13.3 10.4 9.0 11.2 10.1

3,090 322 867 462 287 285 260 354 253

100.0 10.4 28.0 15.0 9.3 9.2 8.4 11.5 8.2

8,503 414 1,700 1,487 1,176 1,000 778 1,026 922

100.0 4.9 20.0 17.5 13.8 11.8 9.1 12.1 10.8

9,691 1,256 2,300 1,520 1,117 847 827 1,002 822

100.0 13.0 23.8 15.7 11.5 8.7 8.5 10.3 8.5

男　性

女　性

内　勤

外　勤

内勤建築 内勤土木 内勤事務 営　業 技術研究 内勤その他 外勤建築 外勤土木 外勤事務 外勤その他

17,287 2,908 1,240 2,410 799 254 393 4,238 4,488 403 154

100.0 16.8 7.2 13.9 4.6 1.5 2.3 24.5 26.0 2.3 0.9

37.6 38.7 38.0 39.3 40.0 35.9 41.0 37.2 35.9 35.8 34.9

14,197 2,305 1,033 976 720 214 304 3,961 4,262 276 146

100.0 16.2 7.3 6.9 5.1 1.5 2.1 27.9 30.1 1.9 1.0

3,090 603 207 1,434 79 40 89 277 226 127 8

100.0 19.5 6.7 46.3 2.6 1.3 2.9 9.0 7.3 4.1 0.3

合　計
内　　　勤 外　　　勤

2024年 (人)

平均年齢

男   性

女  性

全 　体 (％)

合　計 未　婚 既　婚

2024年  (人) 16,698 7,242 9,456

全　　体  (％) 100.0 43.4 56.6

 (人) 13,732 5,452 8,280

 (％) 100.0 39.7 60.3

 (人) 2,966 1,790 1,176

 (％) 100.0 60.4 39.6

 (人) 18,567 8,371 10,196

 (％) 100.0 45.1 54.9

男　性　

女　性　

2023年計

 (人)

 (％)

 (人)

 (％)

 (人)

 (％)

 (人)

 (％)

 (人)
 (％)

 (人)
 (％)
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Ⅵ 添付資料

５　長子の成長段階 (子どもがいる人)

６　住宅の種類

7　単身赴任の有無(既婚者のみ)

８　外勤工事分類別

９　外勤発注者別

合  計 3歳以下
4歳～6歳

以下
小学生 中学生 高校生

大学生・各
種学校

就職 その他

2024年  (人) 7,596 1,448 926 1,711 760 631 818 1,169 133

全　体　 (％) 100.0 19.1 12.2 22.4 10.0 8.3 10.8 15.4 1.8

合  計
社宅(借り
上げ含む)

持家一戸
建て(ロー
ン返済中)

持家一戸
建て(ロー
ン完済)

持家マン
ション(ロー
ン返済中)

持家マン
ション(ロー
ン完済)

親族の持
家(実家継
承・同居含

む)

賃貸住宅 その他

2024年  (人) 17,231 5,768 3,622 709 1,571 376 1,304 3,588 293

全　体　 (％) 100.0 33.5 21.0 4.1 9.1 2.2 7.6 20.8 1.7

7,511 3,739 202 208 204 100 1,029 1,767 262

100.0 49.8 2.7 2.8 2.7 1.3 13.7 23.5 3.5

9,720 2,029 3,420 501 1,367 276 275 1,821 31

100.0 20.9 35.2 5.2 14.1 2.8 2.8 18.7 0.3

未婚者計

既婚者計

合　計
単身赴任
している

単身赴任
していない

2024年  (人) 9,254 2,492 6,762

全　　体  (％) 100.0 26.9 73.1

 (人) 4,310 465 3,845

 (％) 100.0 10.8 89.2

 (人) 4,944 2,027 2,917

 (％) 100.0 41.0 59.0

 (人) 9,984 2,729 7,255

 (％) 100.0 27.3 72.7

内　勤　

外　勤　

2023年計

合　　計 建築工事 土木工事
建築(鉄道線

閉)工事
土木(鉄道線

閉)工事
軌道工事 洋上風力

建築リニュー

アル工事

土木リニュー

アル工事
その他

2024年(人) 8,387 3,640 3,547 46 300 214 27 289 236 88

  　　　 (％) 100.0 43.5 42.3 0.5 3.6 2.6 0.3 3.4 2.8 1.0

2023年(％) 100.0 45.1 42.3 0.7 2.8 1.7 0.2 3.5 2.8 0.9

合
 
計

国
土
交
通
省

農
林
水
産
省

国
交
省
・
農
水
省

以
外
の
中
央
官
庁

J
R
T
T

J
R
T
T
以
外
の

独
立
行
政
法
人

都
道
府
県

政
令
指
定
都
市

そ
の
他

地
方
公
共
団
体

民
間
公
益
企
業

(

道
路

)

民
間
公
益
企
業

(

鉄
道

)

民
間
公
益
企
業

(

電

力

、
ガ

ス

、
通

信

等

)

　

民

間

　

デ

ィ
ベ

ロ

ッ
パ
ー

民
間
企
業

(

製
造
業

)

民
間
企
業

(

非
製
造
業

)

外
資
系
企
業

そ
の
他
の

民
間
企
業

再
開
発
組
合

S
P
C

個
人

2024年(人) 8,346 738 67 399 377 277 479 303 427 739 924 368 779 949 366 120 814 180 - 40

  　　　 (％) 100.0 8.8 0.8 4.8 4.5 3.3 5.7 3.6 5.1 8.9 11.1 4.4 9.3 11.4 4.4 1.4 9.8 2.2 - 0.5

2023年(％) 100.0 9.0 0.6 4.5 3.5 3.5 5.9 3.1 4.9 9.6 9.2 4.3 11.1 11.9 5.2 1.2 9.6 1.6 0.7 0.6

 (人)

 (％)

 (人)

 (％)



※ お問い合せ先

　 日建協 政策企画局　 海老根 宣範

　 TEL : 03-5285-3870

　  ebine@nikkenkyo.jp

日建協個別賃金水準 

 
 

建設産業で働く私たちのあるべき賃金水準  
「日建協個別賃金水準」（2023 年度版）  

定例年収・初任給 
 

 
１）定例年収：組合員大学卒正規入社３０歳 

  先行ライン      ７，３３７，５５０円 
  標準ライン      ６，６０１，６５０円 
  必要ライン     ５，４６１，５００円 
 
          組合員大学卒正規入社３５歳 
  先行ライン ８，９８２，６００円 
  標準ライン ７，８８２，０５０円 
  必要ライン ６，６８０，８５０円 
 
          組合員大学卒正規入社４０歳 
  先行ライン   １０，８３７，５００円 
  標準ライン ９，４８０，９００円 
  必要ライン ８，３７０，４５０円 
 

２）初 任 給：大学卒年齢２２歳の総合職 
  先行ライン   ２９０，０００円 
  標準ライン   ２７０，０００円 
  必要ライン   ２５０，０００円 
 

３）参 考 値 
 

※定例月収：組合員大学卒正規入社３０歳 
 先行ライン   ４４４，７００円 
  標準ライン   ４００，１００円 
  必要ライン   ３３１，０００円 
 
          組合員大学卒正規入社３５歳 
  先行ライン   ５４４，４００円 
  標準ライン   ４７７，７００円 
  必要ライン   ４０４，９００円 
 
          組合員大学卒正規入社４０歳 
  先行ライン   ６５９，０００円 
  標準ライン   ５７４，６００円 
  必要ライン   ５０７，３００円 
 
        
 
          
 

※一 時 金：年間４．５か月分として試算。 
 
 
 



2024 時短アンケートの概要

2025.4

青木あすなろ建設職員組合
淺沼組職員組合
安藤・間職員組合
奥村組職員組合
鴻池組労働組合

五洋建設労働組合
佐藤工業職員組合
佐藤秀労働組合
シミズユニオン
鈴与三和グループ労働組合

錢高組労働組合
大鉄工業労働組合
大日本土木労働組合
大豊建設労働組合
鉄建建設職員組合

東鉄工業労働組合
東洋建設職員労働組合
戸田建設職員組合
飛島建設労働組合
中山組職員労働組合

西松建設職員組合
日本国土開発コミュニケーション協議会
日本総合住生活労働組合
野村労働組合
ピーエス・コンストラクション労働組合

フジタ職員組合
松村組職員組合
馬淵建設職員組合
丸彦渡辺建設職員組合
三井住友建設社員組合

宮地エンジニアリング労働組合
名工建設職員組合
森本組労働組合
横河ブリッジ労働組合
りんかい日産建設職員組合

35 加盟組合
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